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はじめに 

 
 沖縄県では、手話が確保されるべき意思疎通手段の一つとしての言語である

としっかりと認識し、手話を使い生活を営むろう者とろう者以外の者が互いに

理解し合える地域社会を構築するため、平成 28 年４月に「沖縄県手話言語条

例」を施行しました。 

 同条例に基づき、手話の普及に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、平成 30 年度から令和２年度までの３年間を計画期間とする「沖縄県手

話推進計画」を策定し、手話の普及、ろう者等への理解促進に取り組むととも

に、平成 26 年４月に施行した「沖縄県障がいのある人もない人も共に暮らし

やすい社会づくり条例」に基づき、障がいのある人もない人も全ての県民が等

しく地域社会の一員としてあらゆる分野に参加できる共生社会の実現に向け

て取組を進めてきたところです。 

 今回、新たに令和３年から令和５年を計画期間とする「第２期沖縄県手話推

進計画」を策定し、これまでの取組に加えて、手話通訳者の養成や、遠隔手話

サービスの運営、手話による県政情報等の発信、幼児、児童及び生徒に対する

手話の普及啓発活動等の充実を図ることとしております。 

計画の策定にあたりましては、沖縄県手話施策推進協議会をはじめとして、

関係者の皆様方、また、パブリックコメントを通じて、様々な立場の方から貴

重なご意見をいただきました。ご協力をいただきました皆様に、深く感謝申し

上げます。 

 今後とも、ろう者及び手話の関係者、並びに県民の皆様のご理解とご協力を

お願いいたします。 

 

 令和３年３月 

               沖縄県知事 玉城 康裕 
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第１章 総論    ああああ              あ 

 １ 計画策定の趣旨・背景 

沖縄県では、平成 25年 10 月、沖縄県障害のある人もない人も共に暮ら

しやすい社会づくり条例（平成 25年沖縄県条例第 64号）を制定、平成 26

年４月１日に施行し、障害のある人もない人も全ての県民が等しく地域社

会の一員としてあらゆる分野に参加できる共生社会の実現を推進してき

ました。 

さらに、平成 28年３月、沖縄県手話言語条例（平成 28年沖縄県条例第

19号。以下「条例」という。）を制定し、同年４月１日に施行しました。 

この条例では、「ろう者とろう者以外の者が、相互に人格と個性を尊重

し、手話が意思疎通を行うために必要な言語であるとの認識の下に、手話

の普及を図るものとする」という基本理念のもと、県は、手話の普及に関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画（以下「手話推進計

画」という。）を策定し、これを実施しなければならないと規定していま

す。 

本県における手話の普及に関する施策を推進するため、平成 30 年３月

に手話推進計画（計画期間：平成 30年度～令和２年度）を策定しました。

当該計画に基づき、手話の普及に関する取組を通して、手話や聴覚障害者

等に対する理解促進を図り、手話通訳者の養成や資質向上等、手話を使用

しやすい環境づくりに取り組んでまいりました。 

引き続き、ろう者とろう者以外の者が共生することのできる地域社会の

実現を目指し、第２期手話推進計画を策定します。 
 
 
 

 ２ 計画の位置付け 

   本計画は、条例第７条の規定に基づき、「手話の普及に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図る」ために必要な基本的方針等について定める

ものです。 

   この計画は、県にとっては、手話の普及に関する基本的な方針を示すも

のであり、市町村に対しては、手話の普及に関する施策の指針となり、県

民、ろう者及び手話の関係団体、学校等に対しては、その自主的な活動、

行動を誘引する役割を期待するものです。 
   本計画の推進にあたっては、「沖縄県ＳＤＧｓ推進方針」を踏まえ、誰

一人取り残さない（leave no one behind）という理念のもと、ＳＤＧｓ
を推進します。 
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 ３ 計画の期間 

   令和３年度から令和５年度までの３年間とします。 

   なお、条例第８条の規定により、計画期間中であっても、手話を取り巻

く環境に著しい変化が生じた場合には、計画の内容を見直します。 



3 
 

第２章 本県の手話を取り巻く現状             

 １ 聴覚障害者の数 

    身体障害者手帳の交付を受けた方は、令和２年３月 31日現在で 70,010
人、そのうち聴覚・平衡機能障害により手帳の交付を受けた方は、8,232
人です。 

    沖縄県の人口は、令和２年３月１日現在で約 145 万 7千人であり、お
よそ 1,000 人のうち約 5.6 人が聴覚・平衡機能による身体障害者手帳の
交付を受けていることになります。 

 
＜過去３年間の推移＞ 

（出典：福祉行政報告例、沖縄県人口統計調査） 

 

２ 手話通訳者の数 

    県は、聴覚障害者等の意思疎通を支援するため、専門性の高い意思疎
通支援者（手話通訳者、要約筆記者等）を養成しています。 

    県の手話通訳者養成研修を修了し、手話通訳者全国統一試験に合格さ
れた方は、県または市町村に手話通訳者として登録され、地域で手話通
訳の活動を行うことができます。 

 
＜過去３年間の推移＞ 

区分 H29 H30 R1 

沖縄県手話通訳者登録者数 79 人 81 人 86 人 

 

 ３ 本県における聴覚障害のある在籍幼児・児童・生徒数 

（1）沖縄ろう学校 
   沖縄ろう学校は、県内で唯一、聴覚障害のある児童等を主に対象とした

特別支援学校であり、聴覚障害教育の拠点として、豊かな表現力、コミュ
ニケーション能力の育成に取り組んでいます。 

＜過去３年間の推移＞ 

区分 H29 H30 R1 

在籍幼児・児童・生徒数 49 人 48 人 44 人 

増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率

72,351 - - 72,927 576 0.8% 70,010 △ 2,917 -4.0%

8,118 - - 8,352 234 2.9% 8,232 △ 120 -1.4%

(1,447,134) - - (1,451,392) 4,258 0.3% (1,457,451) 6,059 0.4%沖縄県人口(3月1日現在)

H29 H30

聴覚・平衡機能障害

身体障害者手帳交付数(3月31日現在)

R1

交付数

(人口)

交付数

(人口)

交付数

(人口)

年度
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 （2）難聴特別支援学級 
小中学校においては、聴覚障害のある児童等を対象とした難聴特別支援

学級において障害の状態に応じて、豊かな表現力、コミュニケーション能
力の育成に取り組んでいます。 

 
＜過去３年間の推移＞ 

区分 H29 H30 R1 

小学校難聴特別支援学級 20 人 19 人 23 人 

中学校難聴特別支援学級 5 人 9 人 17 人 
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５ 手話を使い生活を営むろう者の数等 

    本計画の策定に当たり、県内全市町村を通じて調査を実施したところ、

手話を使い生活を営むろう者は 569 名となっております。 

    調査結果の概要は次のとおりです。 

 

 

   ⑴ 手話を使い生活を営むろう者の年齢、性別、聴覚障害等級、居住地

域等の内訳 
 

   表１ 手話を使い生活を営むろう者の数等（年齢階級と性別のクロス） 

 

 

  

総数 569 289 280
( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )

10歳未満 2 1 1
( 0.4% ) ( 0.3% ) ( 0.4% )

10歳以上20歳未満 7 3 4
( 1.2% ) ( 1.0% ) ( 1.4% )

20歳以上30歳未満 24 12 12
( 4.2% ) ( 4.2% ) ( 4.3% )

30歳以上40歳未満 30 16 14
( 5.3% ) ( 5.5% ) ( 5.0% )

40歳以上50歳未満 44 16 28
( 7.7% ) ( 5.5% ) ( 10.0% )

50歳以上60歳未満 235 118 117
( 41.3% ) ( 40.8% ) ( 41.8% )

60歳以上70歳未満 141 77 64
( 24.8% ) ( 26.6% ) ( 22.9% )

70歳以上80歳未満 67 38 29
( 11.8% ) ( 13.1% ) ( 10.4% )

80歳以上 19 8 11
( 3.3% ) ( 2.8% ) ( 3.9% )

総数
男性 女性
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表２ 手話を使い生活を営むろう者の数等（年齢階級と聴覚障害等級のクロス） 

 
 
 

  表３ 手話を使い生活を営むろう者の数等 
  （圏域ごとの性別、年齢階層（3分類）のクロス） 

 

総数 569 517 9 4 1 38
( 100.0% ) ( 90.9% ) ( 1.6% ) ( 0.7% ) ( 0.2% ) ( 6.7% )

10歳未満 2 1 1 - - -
( 100.0% ) ( 50.0% ) ( 50.0% ) ( - ) ( - ) ( - )

10歳以上20歳未満 7 3 2 - 1 1
( 100.0% ) ( 42.9% ) ( 28.6% ) ( - ) ( 14.3% ) ( 14.3% )

20歳以上30歳未満 24 20 1 2 - 1
( 100.0% ) ( 83.3% ) ( 4.2% ) ( 8.3% ) ( - ) ( 4.2% )

30歳以上40歳未満 30 27 - 2 - 1
( 100.0% ) ( 90.0% ) ( - ) ( 6.7% ) ( - ) ( 3.3% )

40歳以上50歳未満 44 39 2 - - 3
( 100.0% ) ( 88.6% ) ( 4.5% ) ( - ) ( - ) ( 6.8% )

50歳以上60歳未満 235 219 1 - - 15
( 100.0% ) ( 93.2% ) ( 0.4% ) ( - ) ( - ) ( 6.4% )

60歳以上70歳未満 141 129 - - - 12
( 100.0% ) ( 91.5% ) ( - ) ( - ) ( - ) ( 8.5% )

70歳以上80歳未満 67 63 1 - - 3
( 100.0% ) ( 94.0% ) ( 1.5% ) ( - ) ( - ) ( 4.5% )

80歳以上 19 16 1 - - 2
( 100.0% ) ( 84.2% ) ( 5.3% ) ( - ) ( - ) ( 10.5% )

聴覚４級聴覚３級 聴覚６級
総数

不詳聴覚２級

（参考）

総数 569 289 280 2 414 153 8,229 146 8,083 6.91%

( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% ) ( 100.0% )

北部圏域 31 17 14 0 18 13 553 11 542 5.61%

( 5.4% ) ( 5.9% ) ( 5.0% ) ( 0.0% ) ( 4.3% ) ( 8.5% ) ( 6.7% ) ( 7.5% ) ( 6.7% )

中部圏域 226 123 103 0 168 58 2,832 61 2,771 7.98%

( 39.7% ) ( 42.6% ) ( 36.8% ) ( 0.0% ) ( 40.6% ) ( 37.9% ) ( 34.4% ) ( 41.8% ) ( 34.3% )

南部圏域 268 125 143 0 197 71 3,780 65 3,715 7.09%

( 47.1% ) ( 43.3% ) ( 51.1% ) ( 0.0% ) ( 47.6% ) ( 46.4% ) ( 45.9% ) ( 44.5% ) ( 46.0% )

宮古圏域 27 12 15 0 20 7 544 7 537 4.96%

( 4.7% ) ( 4.2% ) ( 5.4% ) ( 0.0% ) ( 4.8% ) ( 4.6% ) ( 6.6% ) ( 4.8% ) ( 6.6% )

八重山圏域 17 12 5 2 11 4 520 2 518 3.27%

( 3.0% ) ( 4.2% ) ( 1.8% ) ( 100.0% ) ( 2.7% ) ( 2.6% ) ( 6.3% ) ( 1.4% ) ( 6.4% )

年少人口
（15歳未満）

生産年齢
人口（15歳以

上65歳未満）

総数
女性男性

出典：福祉行政報告例（令和２年3月31日時点）

手帳交付
者数に対
するろう
者の数の

割合

老年人口
（65歳以上）

合計 18歳未満 18歳以上

身体障害者手帳交付者数（聴覚・平衡機能障害）
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第３章 計画の基本的な考え方           

 １ 基本理念 

    ろう者とろう者以外の者が、相互に人格と個性を尊重し、手話が意思

疎通を行うために必要な言語であるとの認識の下に、手話の普及を図る

ものとし、ろう者とろう者以外の者が共生することのできる地域社会の

実現を推進していかなければならない。 

 

 

 

 

 ２ 施策推進の基本方針 

    基本理念の実現に向けた施策展開を図るため、以下の２つの基本方針

を定め、市町村と連携し、ろう者及び手話の関係団体、学校等の協力を

得ながら手話の普及に関する施策を総合的かつ計画的に推進していきま

す。 

 

 

基 本 方 針 

 

   ⑴ 手話や聴覚障害者等に対する理解促進 
 

   ⑵ 手話を使用しやすい環境づくり 
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第４章 施策展開                  

 １ 手話や聴覚障害者等に対する理解促進 

 ○ 手話は、日本語を手指や表情に変えて表現していると思われがちで

あるため、手話が独自の語彙や文法体系をもっている言語ということ

を周知していく必要があります。 

 ○ 聴覚障害者、難聴者、中途失聴者等のコミュニケーション方法には

手話、筆談、口話など様々な方法があり、多くの聴覚障害者等は話す

相手や場面によって使い分ける傾向があります。 

 ○ 聴覚障害は、外見上分かりにくい障害であり、まわりの人から障害

があることを気づきかれにくい側面があります。 

 

 

⑴ 県民が、手話や聴覚障害者等に対する理解を深め、役割を十分に果た

すことができるよう啓発を図るとともに、手話を普及する取組の推進に

努めます。 
 

   ① 「手話推進の日（毎月第３水曜日）」の取組 

沖縄県手話言語条例第９条の規定に基づき、毎月第３水曜日の手話

推進の日に、県民の手話に対する関心と理解を深める取組を行います。 

また、県民の自主的な活動を誘引するため、手話推進の日に対する

認知度の向上に向けた取組を行います。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

県民の手話に対する関心と

理解を深める取組 
   

「手話推進の日」認知度向

上に向けた取組 
   

 

  
 

県ホームページを通じて簡単な手話表現を紹介する取組等の実施 

認知度向上に向けた取組の検討・実施 
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   ② 各種広報の実施、企画イベントの開催 

    ア 条例の解説、簡単な手話表現等を掲載したパンフレット等印刷物

の作成・配布や、テレビ・新聞など各種広報媒体を活用し、手話を

普及させるための効果的な広報に取り組みます。 

    イ 手話や要約筆記など、様々な聴覚障害者等とのコミュニケーショ

ン方法に触れ、聴覚障害者等と交流することができる普及啓発イベ

ントの開催に取り組みます。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

手話の普及や、聴覚障害者

等に対する理解を促進する

広報活動の実施 

   

手話の普及や、聴覚障害者

等に対する理解を促進する

企画イベントの開催 

   

 

 

   ③ 手話を学習する機会の提供 

     県民(手話初心者)向け手話講座を開催し、多くの県民に対して手話

を学習する機会を提供します。 

     また、地域で継続して手話を学ぶとともに、聴覚障害者等と交流す

ることができる機会等を提供していくため、県内各地域における手話

サークル活動状況を県ホームページに掲載します。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

県民向け手話講座の開催 
   

県ホームページへ、県内手

話サークル活動状況の掲載 
   

 

 

   ④ 県職員に対する手話の研修 

     県機関において、基本的な手話を学ぶことにより簡単な手話による

対応ができるよう職員向け手話研修を開催します。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

県職員向け手話研修の開催 
   

効果的な広報活動の検討・実施 

効果的な普及啓発イベントの企画・開催 

講座の企画・開催 

活動状況の掲載 

研修の企画・開催（動画の配信） 
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⑵ 学校教育における手話の普及のための取組への支援に努めます。 
 

   ① 幼児、児童及び生徒に対する手話や聴覚障害者等に対する理解促進 

     県内小中学校、高等学校及び特別支援学校等へ、条例普及啓発パン

フレット配布や教育活動の中で手話を活用している学校の取組の紹

介等をとおして、手話や聴覚障害者等に対する理解促進を図ります。 
＜所管：教育庁県立学校教育課、義務教育課＞        （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

県内学校への普及啓発活動 
   

 

 

 

 

   ② 聴覚障害児等及びその保護者に対し手話を学習する機会の提供 

     校内外の専門家や関係機関と連携し、聴覚障害児等及びその保護者

に対し、手話を学習する機会を提供します。 
＜所管：教育庁県立学校教育課＞             （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

保護者手話講習会等の実施 
   

 

 

   
  

普及啓発パンフレット配布、学校の取組紹介等 

講習会の企画・開催 
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 ２ 手話を使用しやすい環境づくり 

 ○ 日常生活の様々な場面で手話が使いやすくなるよう、環境整備に取

り組む必要があります。 

 ○ 登録手話通訳者等の不足により、聴覚障害者等が手話通訳者等派遣

事業を常に利用できる状況に達していないため、手話通訳者の増加を

促す取組が必要です。 

 ○ 医療機関への受診等、様々な場面通訳に対応できる一定の技術水準

をもった手話通訳者を確保する必要があります。 

 

⑴ 市町村と連携し、計画的に手話通訳者の養成及び資質向上を図るとと

もに、手話通訳者の設置促進及び派遣体制の整備に努めます。 
 

   ① 手話通訳者の養成及び資質向上 

    ア 手話通訳者の養成 

市町村が養成した手話奉仕員等を対象に「手話通訳者養成研修」

を開催し、手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術及び基本技術

を習得した手話通訳者を養成します。 

    イ 手話通訳者の資質向上 

登録手話通訳者等を対象に、手話通訳士の資格取得に向けた「手

話通訳士養成ステップアップ研修」を開催し、手話通訳士資格取得

を促進します。 

また、「手話通訳者現任研修」を開催し、様々な通訳ニーズに対

応できる手話通訳者を養成します。 

    ウ 手話通訳者指導者養成の推進 

手話通訳者養成研修の拡充を図るため、全国手話研修センター等

が実施する指導者養成研修等への派遣を推進し、手話通訳者指導者

の養成を推進します。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

手話通訳者の養成 

 
   

手話通訳者の資質向上    

手話通訳者指導者養成の推

進 
   

 

 

 

 

手話通訳士養成ステップアップ研修等の開催 

手話通訳者養成担当講師連続講座等へ 
派遣の推進 

手話通訳者養成研修の開催 
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   【参考】県聴覚障害者等施策関係事業実施状況 
 

区分 H29 H30 R1 

手話通訳者・要約筆記者養

成研修事業 

（上段：延べ修了者数(手話) 

下段：延べ修了者数(要約)） 

112 人 

11 人 

52 人 

９ 人 

114 人 

７ 人 

盲ろう者向け通訳・介助員

養成研修事業 

（修了者数） 

９ 人 ５ 人 ８ 人 

手話通訳士養成ステップ

アップ研修事業 

（延べ受講者数） 

106 人 45 人 24 人 

手話通訳者現任研修事業 

（延べ受講者数） 
102 人 300 人 175 人 

要約筆記者指導者養成研

修事業 

（修了者数） 

２ 人 ２ 人 １ 人 

手話通訳者・要約筆記者派

遣事業 

（上段：延べ派遣回数(手話) 

下段：延べ派遣回数(要約)） 

37 回 

15 回 

37 回 

16 回 

24 回 

11 回 

盲ろう者向け通訳・介助員

派遣事業 

（延べ派遣回数） 

845 回 825 回 812 回 

手話通訳者設置事業 

（設置人数） 
１ 人 １ 人 １ 人 

字幕入り映像ライブラリ

ー作品制作・頒布事業 

（制作作品数） 

50 作品 40 作品 63 作品 

軽度・中等度難聴児補聴器

購入費助成事業 

（上段：補助市町村数 

下段：助成人数・台数） 

16 市町村 

67 人・118 台 

19 市町村 

88 人・156 台 

20 市町村 

91 人・159 台 
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   ② 手話通訳者の設置促進及び派遣体制の整備 

    ア 手話通訳者設置に向けた取組の支援 

市町村に対して、手話通訳者設置に向けた具体的な取組（事例）

を情報共有し、手話通訳者設置を促進します。 

    イ 手話通訳者等派遣事業における実施体制の整備 

     ⑴ 沖縄県意思疎通支援事業運営委員会の開催 

聴覚障害当事者団体、意思疎通支援者関係団体等と密接に連携

を保ち、円滑かつ効果的に派遣事業が実施されるようにするため、

沖縄県意思疎通支援運営委員会を開催します。 

     ⑵ 沖縄県意思疎通支援担当者連絡会の開催 

各市町村における意思疎通支援事業（手話通訳者等の養成・派

遣・設置）の課題、事例の共有、連携の強化を図るため、担当者

による連絡会を開催します。 

     ⑶ 遠隔手話サービスの運営 

       感染症の拡大防止や災害時、また離島地域等の手話通訳者の確

保が難しい地域において、意思疎通支援が行えるよう、遠隔手話

サービスの運営を行います。 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

手話通訳者設置に向けた取

組の支援 
   

手話通訳者等派遣事業にお

ける実施体制の整備 
   

 

   【参考】市町村意思疎通支援事業等実施状況 
 

区分 H29 H30 R1 

手話通訳者派遣事業 

（延べ派遣回数） 
4,614 回 4,278 回 4,579 回 

要約筆記者派遣事業 

（延べ派遣回数） 
258 回 229 回 137 回 

手話通訳者設置事業 

（上段：設置市町村数 

下段：設置人数(県内合計)） 

17 市町村 

26 人 

16 市町村 

24 人 

16 市町村 

24 人 

手話奉仕員養成研修事業 

（延べ修了者数） 
316 人 275 人 266 人 

意思疎通支援事業運営委員会の開催 

意思疎通支援担当者連絡会の開催 

遠隔手話サービスの運営 

市町村に対して具体的な取組（事例）の情報共有等 
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⑵ 沖縄ろう学校教職員の手話に関する技術の向上に努めます。 
 

   ① ろう学校内手話研修会の開催 

手話に関する研修の推進とあわせて、ろう学校教職員の聴覚障害理

解と指導力の向上を図ります。 
＜所管：教育庁県立学校教育課＞             （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

校内手話研修会の開催 
   

 

 

   
 

 

⑶ 手話による情報発信に努めます。 
 

   ① 沖縄聴覚障害者情報センターの運営支援 

     平成 24 年４月、身体障害者福祉法に基づく聴覚障害者情報提供施

設として「沖縄聴覚障害者情報センター」が開設されました。 

     当該施設の運営を支援し、聴覚障害者の福祉の増進を図ります。 

 

    [施設概要] 

      所在地：那覇市首里（沖縄県総合福祉センター内） 

      運営者：一般社団法人沖縄県聴覚障害者協会 

 
＜所管：子ども生活福祉部障害福祉課＞          （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

沖縄聴覚障害者情報センタ

ーの運営支援 
   

   

研修会の企画・開催 

運営の支援 
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  【参考】聴覚障害者情報センター事業実施状況 
 

区分 H29 H30 R1 

聴覚障害者等相談支援 

（年間延べ相談件数） 
1,254 件 

（768 人） 

743 件 

（399 人） 

914 件 

（436 人） 

字幕入り映像ライブラリ

ーの閲覧・貸出 

（上段：年間貸出件数 

下段：年間閲覧件数） 

161 件 

155 件 

152 件 

11 件 

44 件 

17 件 

情報機器の貸出 

（年間貸出件数） 
1,679 件 1,723 件 1,260 件 

動画による情報提供 沖縄聴覚障害者情報センターホームページ上

で、毎月のトピックス・お知らせ等を、手話・字

幕・写真等を挿入した動画で配信しています。 

  
文化芸術講座の開催 

（年間講座開催数） 
３ 回 ３ 回 ３ 回 

情報ネットワークの構築 日常生活の情報を入手しにくい聴覚障害者に対

し、地震や津波等の災害時の情報を瞬時に提供す

るため、災害時のネットワークを構築しています。 

離島地域の聴覚障害者に対し、日常生活・災害

時における相談支援や、映像通信機器等の利用に

よる学習会・研修会を開催しています。 

 
    

   ② 手話による県政情報等の発信 

  県政情報の広報番組「うまんちゅひろば」、知事会見に手話通訳者

を配置し、手話による情報発信に取り組みます。 
＜所管：知事公室広報課＞               （計画期間：３年間）   

区分 R3 R4 R5 

県政広報番組「うまんちゅ

ひろば」へ手話通訳者の配

置 

   

知事会見への手話通訳者の

配置 
   

手話通訳者の配置 

手話通訳者の配置 
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第５章 数値目標   ああああ            
  今後、手話の普及に関する施策推進により、目標とすべき数値を示します。 

 

 

区分 R1 → R5 

登録手話通訳者数 
86 人 ＋27 人 113 人 

（目標値の考え方） 手話通訳者全国統一試験合格率を 20％
まで引き上げ、令和５年度末時点で、累計
113 人の登録を目標とする。 
 
（参考） 

 過去３年間の試験合格率(平均)：9.49％ 

 令和元年度の全国試験合格率 ：20.04％ 

 

手話通訳者養成研修 

修了者数(※１) 
37 人 ＋13 人 50 人 

（目標値の考え方）  登録手話通訳者数目標値（113 人）を達

成するため、毎年 50 人の新規修了者の輩

出を目標とする。 

 

手話通訳士養成ステップ

アップ研修 受講者数(※２) 
24 人 ＋21 人  45 人 

（目標値の考え方）  手話通訳士資格取得を推進するため、登

録手話通訳者の 40％（現状 27.9％）が受

講できるよう研修の受講促進を図る。 

 

手話通訳者現任研修 

受講者数(※２) 
37 人 ＋42 人  79 人 

（目標値の考え方）  登録手話通訳者等のスキルアップを図

るため、登録手話通訳者の 70％（現状

43.0％）が受講できるよう研修の受講促進

を図る。 
 

     ※１ 県が実施する手話通訳者養成研修全課程を修了した者の数 

     ※２ 講座に１日以上出席した受講者数（年間） 
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第６章 各施策の取組工程   ああああ          
  手話の普及に関する施策を進めていくに当たって、各施策の段階・順序を

示します。 

 

 
 
 

所管 R3 R4 R5

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

教育庁

教育庁保護者手話講習会等の実施

聴覚障害児等及びその保護者に対し手話を学習す
る機会の提供

各種広報の実施、企画イベントの開催

手話の普及や、聴覚障害者等に対する理解を
促進する広報活動の実施

手話の普及や、聴覚障害者等に対する理解を
促進する企画イベントの開催

手話を学習する機会の提供

県民向け手話講座の開催

県ホームページへ、県内手話サークル活動状
況の掲載

県職員に対する手話の研修

県職員向け手話研修の開催

学校教育における手話の普及のための取組への
支援に努めます。

幼児、児童及び生徒に対する手話や聴覚障害者等
に対する理解促進

県内学校への普及啓発活動

「手話推進の日」認知度向上に向けた取組

区分

手話や聴覚障害者等に対する理解促進

県民が、手話や聴覚障害者等に対する理解を深め、役
割を十分に果たすことができるよう啓発を図るとともに、
手話を普及する取組の推進に努めます。

「手話推進の日（毎月第３水曜日）」の取組

県民の手話に対する関心と理解を深める取組 県ホームページを通じて簡単な手話表現を紹介する取組等の実施

認知度向上に向けた取組の検討・実施

効果的な広報活動の検討・実施

効果的な普及啓発イベントの企画・開催

講座の企画・開催

活動状況の掲載

研修の企画・開催（動画の配信）

普及啓発パンフレット配布、学校の取組紹介等

講習会の企画・開催
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所管 R3 R4 R5

手話を使用しやすい環境づくり

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

子ども生活
福祉部

教育庁

子ども生活
福祉部

知事公室

知事公室

手話通訳者の資質向上

手話通訳者指導者養成の推進

手話通訳者の設置促進及び派遣体制の整備

手話通訳者設置に向けた取組の支援

手話通訳者等派遣事業における実施体制
の整備

区分

市町村と連携し、計画的に手話通訳者の養成及び
資質向上を図るとともに、手話通訳者の設置促進
及び派遣体制の整備に努めます。

手話通訳者の養成及び資質向上

手話通訳者の養成

子ども生活
福祉部

県政広報番組「うまんちゅひろば」へ手話通
訳者の配置

知事会見への手話通訳者の配置

ろう学校内手話研修会の開催

校内手話研修会の開催

手話による情報発信に努めます。

沖縄聴覚障害者情報センターの運営支援

沖縄聴覚障害者情報センターの運営支援

手話による県政情報等の発信

沖縄ろう学校教職員の手話に関する技術の向上に
努めます。

手話通訳士養成ステップアップ研修等の開催

手話通訳者養成担当講師連続講座等へ

派遣の推進

市町村に対して具体的な取組（事例）の

情報共有等

意思疎通支援事業運営委員会の開催

意思疎通支援担当者連絡会の開催

研修会の企画・開催

運営の支援

手話通訳者の配置

手話通訳者養成研修の開催

手話通訳者の配置

遠隔手話サービスの運営
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第７章 資料編          ああああ          

 １ 沖縄県手話言語条例 

 

（前文） 

手話は、手指の動きや表情などを用いる独自の語彙及び文法体系を有し、ろ

う者とろう者以外の者が、意思疎通を行うために必要な言語である。 

我が国の手話は、明治時代に始まり、ろう者の間で大切に受け継がれ、発展し

てきた。しかし、昭和８年にはこれと相反する発音訓練を中心とする口話法の

導入により、ろう学校での手話の使用が事実上困難となった。 

沖縄県のろう学校においては、昭和 13 年頃までは手話が用いられていたが、

昭和 14年頃からは口話指導が始められた。 

沖縄県におけるろう者を取り巻く環境は、沖縄戦による沖縄県立盲聾（ろう）

唖（あ）学校の焼失や米国統治及び日本復帰など大きく変遷した。 

そうした中、米国で風しんが流行し、半年遅れに当たる昭和 39年から 40 年に

かけて沖縄全域で風しんが流行した。琉球政府の要請を受けて昭和 44 年に行

われた日本政府派遣検診班の検診報告書によると、339 名の聴覚障害児の出生

が明らかになった。 

その後、平成 18 年に国際連合総会において、言語には手話その他の非音声

言語を含むことが明記された障害者の権利に関する条約が採択され、平成 26

年に我が国も批准した。 

また、平成 23 年に改正された障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）では

手話が言語であることが規定されたものの、手話に対する歴史的な経緯もあっ

て理解が浸透している状況とは言えない。 

沖縄県では、平成 25 年に沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい

社会づくり条例（平成 25年沖縄県条例第 64号）を制定し、障害のある人もな

い人も全ての県民が等しく地域社会の一員としてあらゆる分野に参加できる

共生社会の実現に取り組んでいる。 

手話は、確保されるべき意思疎通手段の一つとしての言語であるとしっかり

と認識し、手話を使い生活を営むろう者とろう者以外の者が互いに理解し合え

る地域社会を構築するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が手指の動きや表情などを用いる独自の語彙及び文

法体系を有し、ろう者とろう者以外の者が意思疎通を行うために必要な言語
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であることに鑑み、手話に対する理解の促進、手話を使用しやすい環境づく

り、これらの手話の普及（以下「手話の普及」という。）に関し、基本理念

を定め、県の責務及び県民の役割を明らかにするとともに、手話の普及に関

する施策の基本となる事項を定めることにより、手話の普及に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図り、もってろう者とろう者以外の者が共生する

ことのできる地域社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 ろう者とろう者以外の者が、相互に人格と個性を尊重し、手話が意思

疎通を行うために必要な言語であるとの認識の下に、手話の普及を図るもの

とする。 

（県の責務） 

第３条 県は、前条に定める基本理念にのっとり、手話ができる者の協力を得

て、手話の普及に関する施策の推進に努めるものとする。 

２ 県は、市町村と連携し、手話を学ぶ機会の提供、手話通訳者の養成その他

の手話の普及に関する施策の推進に努めるものとする。 

３ 県は、学校教育における手話の普及のための取組への支援に努めるものと

する。 

（県民の役割） 

第４条 県民は、手話に対する理解を深めるとともに、手話の普及に関する施

策に協力するよう努めるものとする。 

（ろう者等による普及） 

第５条 ろう者及び手話の関係団体は、手話の普及に関する施策に協力すると

ともに、自主的に手話の普及啓発を行うよう努めるものとする。 

（学校における取組） 

第６条 ろうである幼児、児童及び生徒（以下「ろう児等」という。）が通学

する学校（学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）第１条に規定する学校をい

い、大学を除く。）の設置者は、ろう児等及びその保護者に対し手話に関す

る学習の機会を提供するとともに、教職員の手話に関する技術を向上させる

ために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（手話推進計画） 

第７条 県は、手話の普及に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

計画を策定し、これを実施しなければならない。 

（協議会の設置） 

第８条 前条に規定する計画の策定又は変更に関する事項について、知事の諮

問に応じ調査審議するため、沖縄県手話施策推進協議会（以下「協議会」と

いう。）を置く。 
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２ 協議会は、委員 15人以内で組織する。 

３ 委員は、ろう者、手話に関係する者、学識経験のある者及びその他適当と

認められる者のうちから、知事が任命する。 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残期間

とする。 

５ 委員は再任されることができる。 

６ 前各項で定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（手話推進の日） 

第９条 県民の手話に対する関心と理解を深めるため、手話推進の日を定める。 

２ 手話推進の日は、毎月第３水曜日とする。 

（財政上の措置） 

第 10 条 県は、手話の普及に関する施策を推進するため、必要な財政上の措

置を講ずるよう努めるものとする。 

附 則 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。ただし、第８条の規定は、

平成 28年６月１日から施行する。 
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 ２ 沖縄県手話施策推進協議会規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、沖縄県手話言語条例（平成 28年沖縄県条例第 19号）第

８条第６項の規定に基づき、沖縄県手話施策推進協議会（以下「協議会」と

いう。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（会長） 

第２条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名

する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第３条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第４条 協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を

求め、その意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第５条 協議会の庶務は、子ども生活福祉部障害福祉課において処理する。 

（補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会

長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成 28年６月１日から施行する。  
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 ３ 沖縄県手話施策推進協議会委員名簿 

区分 所属等 氏名 備考 

ろう者、手

話の関係者 

一般社団法人沖縄県聴覚

障害者協会会長 

野原 龍信  

沖縄聴覚障害者情報セン

ター施設長 

本田 一郎  

社会福祉法人沖縄県身体

障害者福祉協会 

鈴木 ヒロミ 新規 

NPO 法人美ら島きこえし

えん協会副会長 

根間 洋治  

沖縄盲ろう者友の会会長 外間 孝子 前任者 

 根間 加代子 

沖縄県聴覚障害児を持つ

親の会会長 

真栄城 守信  

沖縄県手話通訳問題研究

会会長 

石川 陽子  

三町村合同手話サークル

三手の会聴覚障害者役員 

岸本 ひとみ 前任者 

 佐和田 由紀子 

沖縄県立沖縄ろう学校校

長 

安里 吉実  

学識経験者 沖縄大学人文学部福祉文

化学科教授 

島村 聡  

その他 那覇市福祉部障がい福祉

課課長 

松元 通彦  

宜野湾市福祉推進部障が

い福祉課課長 

津島 美智子  

沖縄県小学校長会総務部

長 

山城 勝美  

一般社団法人 campus 代

表理事 

北村 敢  

 

  （任期）令和３年２月 16日 ～ 令和５年２月 15 日 
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 ４ 手話推進計画策定の経過 

 

本計画の策定にあたっては、ろう者に関するアンケート調査結果やパブリッ

クコメントで得られた意見等を参考にし、沖縄県手話施策推進協議会において、 

計２回にわたる議論を行い、計画内容の検討を行いました。 

 

年度 月 内容等 

令和２年度 ７～10 月 第２期沖縄県手話推進計画（素案）作成 

11 月 手話を使い生活を営むろう者の人数把握に関する調査 

令和２年度第１回沖縄県手話施策推進協議会開催 

・ 委嘱状の交付（補充委員） 

・ 沖縄県手話推進計画（素案）について諮問・調査審議 

12～１月 「第２期沖縄県手話推進計画（案）」に関するパブリックコメント

を実施 

２月 令和２年度第２回沖縄県手話施策推進協議会開催 

・ 委嘱状の交付 

・ 沖縄県手話推進計画（最終案）について調査審議 

３月 沖縄県手話施策推進協議会 答申 

沖縄県手話推進計画の決定 
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 ５ 用語解説 

 

身体障害者手帳 

    身体障害者福祉法に定める身体上障害がある人に対して、都道府県知

事、指定都市市長又は中核市市長が交付する手帳。 

 

    参考（障害の種類） 

・視覚障害   ・聴覚又は平衡機能の障害 

・音声機能、言語機能又はそしゃく機能の障害 

・肢体不自由  ・心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害 

・ぼうこう又は直腸の機能の障害 

・小腸の機能の障害 

・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害 

・肝臓の機能の障害 

 

 

 

聴覚障害者 

    聴覚障害により身体障害者手帳の交付を受けた人。 

 

    参考（聴覚障害等級） 
聴覚２級 両耳の聴力レベルがそれぞれ 100dB 以上のもの 

（両耳全ろう） 

聴覚３級 両耳の聴力レベルが 90dB 以上のもの 

（耳介に接しなければ大声語を理解し得ないもの） 

聴覚４級 １．両耳の聴力レベルが 80dB 以上のもの 

（耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの） 

２．両耳による普通話声の最良の語音明瞭度が 50%以下のもの 

聴覚６級 １．両耳の聴力レベルが 70dB 以上のもの 

（40cm 以上の距離で発声された会話語を理解し得ないもの） 

２．一側耳の聴力レベルが 90dB 以上、他側耳の聴力レベルが 50dB 

以上のもの 

 

      ※音の大きさ  100dB：耳元での叫び声  80dB：大きな声での会話 

               60dB：普通の話し声   40dB：静かな会話 

                30dB：ささやき声 
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ろう者 

    手話を主として使い、生活を営む聴覚障害者等。 

 

 

盲ろう者 

    視覚と聴覚に重複して障害がある人。重複して障害があるため、情報

入手やコミュニケーション、移動などに様々な困難が生じる。 

 

 

意思疎通支援者 

    意思疎通を図ることに支障がある障害者等に、手話通訳、要約筆記等

の方法により、障害者等とその他の者の意思疎通を支援する人。 

    （手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等） 

 

 

手話 

    独自の語彙及び文法体系を有し、手指の動きや表情などを使って概念

や意思を視覚的に表現する言語（視覚言語）。 

    また、手話には、盲ろう者が使用する触手話や弱視手話を含む。 

 

    参考 

・触手話 

  手話に直接触れることで手話を読み取る。 

・弱視手話 

  視力低下、視野狭窄など、視覚障害の状態に合わせ、話し手との距離や 

 手話の動きを調整することで手話を読み取る。 
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手話通訳者 

    手話を使って、ろう者とろう者以外の人の意思疎通を仲介する人。 

 

    参考 

・手話通訳士 

  厚生労働大臣が認定した「社会福祉法人聴力障害者情報文化センター」が 

実施する手話通訳技能認定試験に合格し、「手話通訳士」として登録された人。 

・手話通訳者 

  都道府県、指定都市及び中核市が実施する手話通訳者養成研修事業において 

「手話通訳者」として登録された人。 

・手話奉仕員 

  市町村及び都道府県で実施する手話奉仕員養成研修事業において「手話奉 

仕員」として登録された人。 

 

 

 

要約筆記者 

    発言者の話を聞き、要約して文字として伝えることで、聴覚障害者等

の意思疎通を仲介する人。主に、第一言語を手話としない中途失聴者・

難聴者等の意思疎通を仲介する。 

    要約筆記の主な実施形態は、筆談要約筆記、ＯＨＰ（オーバーヘッド

プロジェクター）要約筆記、パソコン要約筆記などがある。 

 

 

盲ろう者向け通訳・介助員 

    手話、点字、音声等、様々な通訳技術を活用し、盲ろう者の意思疎通

を仲介するとともに、移動介助を行う人。 
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地域生活支援事業 

    障害者等が、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよ

う、地域の特性や本人の状況に応じ、柔軟な形態により、都道府県や市

町村が主体となって実施する事業。 

 

    参考（事業の種類 R2.04.01 時点） 
       都道府県地域生活支援事業 

        [必須事業] 

         ・専門性の高い相談支援事業 

        ・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

         ・専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

         ・意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

         ・広域的な支援事業 

       [サービス・相談支援者、指導者育成事業] 

        [任意事業] 

       市町村地域生活支援事業 

        [必須事業] 

        ・理解促進研修・啓発事業 

         ・自発的活動支援事業 

         ・相談支援事業 

         ・成年後見制度利用支援事業 

         ・成年後見制度法人後見支援事業 

         ・意思疎通支援事業 

         ・日常生活用具給付等事業 

         ・手話奉仕員養成研修事業 

         ・移動支援事業 

         ・地域活動支援センター機能強化事業 

        [任意事業] 

 

 

字幕入り映像ライブラリー 

    聴覚障害者等が無料で利用できる字幕付きまたは手話付き映像作品

の貸出又は閲覧を行なう事業。 

 

 

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業 

    身体障害者手帳交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対して、補

聴器購入費等に要する経費を助成する事業。 
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県機関 

    本計画においては、次の機関とする。 

    １ 沖縄県行政組織規則（昭和 49 年３月 30 日規則第 18 号）で定め

る本庁機関、出先機関及び附属機関 

    ２ 沖縄県企業局組織規程（昭和 48 年 11 月 29 日企業局管理規程第

13号）で定める本庁機関及び出先機関 

    ３ 沖縄県病院事業局組織規程（平成 18年３月 31 日病院事業局管理

規程第５号）で定める本庁機関及び出先機関 

    ４ 沖縄県議会事務局規程（昭和 47年５月 15 日議会訓令第１号）で

定める総務課、議事課及び政務調査課 

    ５ 次に掲げる各種委員会事務局等 

     ⑴ 沖縄県教育庁 

     ⑵ 沖縄県警察本部 

     ⑶ 沖縄県監査委員事務局 

     ⑷ 沖縄県人事委員会事務局 

     ⑸ 沖縄県選挙管理委員会事務局 

     ⑹ 沖縄県労働委員会事務局 

     ⑺ 沖縄県収用委員会事務局 

 

 

特別支援学校 

    視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者、または病弱者

（身体虚弱者を含む）に対して、幼稚園、小学校、中学校または高等学

校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習上または生活上の困難

を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的として

設置された学校。 

 

 

身体障害者福祉法（昭和 24 年 12 月 26 日法律第 283 号） 

    身体障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、身体障害

者を援助し、必要に応じて保護し、もつて身体障害者の福祉の増進を図

ることを目的とした法律。 
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沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例（平成

25 年沖縄県条例第 64 号） 

    障害を理由とした様々な困難を余儀なくされている人々の状況に鑑

み、障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくりに関し、基本

理念を定め、県の責務及び県民の役割を明らかにするとともに、障害を

理由とする差別の禁止等を定め、障害を理由とする差別等を解消するた

めの支援等を総合的かつ計画的に推進することにより、全ての県民が障

害の有無によって分け隔てられることなく社会の対等な構成員として

安心して暮らすことができる共生社会の実現に寄与することを目的と

した条例。 

 

 



 


